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○山梨県補助金等交付規則 昭和三十八年六月二十日 山梨県規則第二十五号 

山梨県補助金等交付規則を次のように定める。 

 

山梨県補助金等交付規則 

(目的) 

第一条 この規則は、法令、条例等(以下「法令等」という。)に特別の定めのあるもののほか、補

助金等の交付に関し基本的な事項を定め、もつて補助金等に係る予算の執行の適正を期することを

目的とする。 

(用語の意義) 

第二条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとおりとする。 

一 補助金等 県が交付する次に掲げるものをいう。 

(1) 補助金 

(2) 利子補給金 

(3) その他相当の反対給付を受けない給付金で別に定めるもの 

二 補助事業等 補助金等の交付の対象となる事務又は事業をいう。 

三 補助事業者等 補助事業等を行なう者をいう。 

四 間接補助金等 次に掲げるものをいう。 

(1) 県以外の者が、相当の反対給付を受けないで交付する給付金で、補助金等をその財源の全部

又は一部とし、かつ、当該補助金等の交付の目的に従つて交付するもの 

(2) 第一号の利子補給金を受ける者が、その交付の目的に従い、利子を軽減して融通する資金 

五 間接補助事業等 前号の給付金の交付又は資金の融通の対象となる事務又は事業をいう。 
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六 間接補助事業者等 間接補助事業等を行なう者をいう。 

(責務) 

第三条 補助事業者等及び間接補助事業者等は、法令等の定め及び補助金等の交付の目的又は間接

補助金等の交付若しくは融通の目的に従つて適正に補助事業等又は間接補助事業等を行なわなけ

ればならない。 

(補助金等の交付の申請) 

第四条 補助金等の交付の申請(契約の申込みを含む。以下同じ。)をしようとする者は、補助事業

等の目的及び内容、補助金等の額その他必要な事項を記載した申請書(契約の申込みにあつては契

約申込書)に次に掲げる書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

一 事業計画書 

二 収支予算書又はこれに代わる書類 

三 工事の施行にあつては、実施計画書 

四 前各号のほか知事が必要と認める書類 

(補助金等の交付の決定) 

第五条 知事は、補助金等の交付の申請があつたときは、当該申請に係る書類の審査及び必要に応

じて行なう現地調査により、補助金等を交付すべきものと認めたときは、すみやかに補助金等の交

付の決定(契約の承諾の決定を含む。以下同じ。)をするものとする。 

2 前項の場合において、適正な交付を行なうため必要があるときは、補助金等の交付の申請に係

る事項につき修正を加えて補助金等の交付の決定をすることがある。 

(交付決定をしないことができる場合) 

第五条の二 前条第一項の規定にかかわらず、知事は、補助事業者等となる者が次の各号のいずれ
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かに該当する場合は、補助金等の交付の決定をしないことができる。 

一 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成三年法律第七十七号。次号にお

いて「暴力団対策法」という。)第二条第二号に規定する暴力団をいう。第三号から第五号までに

おいて同じ。) 

二 暴力団員(暴力団対策法第二条第六号に規定する暴力団員をいう。次号から第五号までにおい

て同じ。) 

三 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

四 法人(法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあるもの(以下この号において「人格のない

社団等」という。)を含む。)であつて、その役員(人格のない社団等の代表者又は管理人を含む。)

のうちに暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者があるもの 

五 暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者がその事業活動を支配する者 

(平二三規則六・追加) 

(補助金等の交付の条件) 

第六条 知事は、補助金等の交付の決定をする場合において、補助金等の交付の目的を達成するた

めに必要があるときは、次に掲げる事項につき条件を付するものとする。 

一 補助事業等に要する経費の配分又は補助事業等の内容の変更(知事の定める軽微な変更を除

く。)をする場合においては、知事の承認を受けること。 

二 補助事業等を行なうため締結する契約に関する事項その他補助事業等に要する経費の使用方

法に関する事項 

三 補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

四 補助事業等が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業等の遂行が困難となつ
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た場合においては、すみやかに知事に報告してその指示を受けること。 

五 補助事業等の完了後においても従うべき事項 

六 前各号のほか、補助金等の交付の目的を達成するために必要と認める事項 

七 補助事業者等が、間接補助金等の交付をする場合において、前各号の条件を付されたものがあ

るときは、間接補助事業者等に対し、これを履行するために必要な条件を付すること。 

2 知事は、補助事業等の完了により当該補助事業者等に相当の収益が生ずると認められる場合に

おいては、当該補助金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金等の全部又は一

部に相当する金額を県に納付すべき旨の条件を付することができる。 

(平一八規則七・一部改正) 

(決定の通知) 

第七条 知事は、補助金等の交付を決定したときは、すみやかにその決定の内容及びこれに条件を

付した場合はその条件を補助金等の交付の申請をした者に通知するものとする。 

(申請の取下げ) 

第八条 補助金等の交付を申請した者は、前条の規定による通知を受領した場合において、当該通

知に係る補助金等の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受

領した日から二十日以内に申請の取下げをすることができる。 

2 前項による申請の取下げがあつたときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定は、なかつた

ものとみなす。 

(事情変更による決定の取消し等) 

第九条 知事は、補助金等の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必

要が生じたときは、補助金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若
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しくはこれに付した条件を変更することがある。ただし、補助事業等のうち既に経過した期間に係

る部分については、この限りでない。 

2 前項の規定による補助金等の交付の決定の取消しは、次の各号の一に該当する場合とする。 

一 災害又はこれに類する事情の変更により、補助事業等の全部又は一部を継続する必要がなくな

つた場合 

二 補助事業者等又は間接補助事業者等が、その責に帰すべき事情によらないで補助事業等又は間

接補助事業等を遂行することができない場合 

3 知事は、第一項の規定による補助金等の交付の決定の取消しにより、特別に必要となつた事務

又は事業に要する経費のうち、次に掲げるものについては、補助金等を交付するものとする。 

一 補助事業等に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要する経費 

二 補助事業等を行なうため締結した契約の解除により必要となつた賠償金の支払に要する経費 

4 前項の規定により交付する補助金等の額の同項各号に掲げる経費の額に対する割合及びその交

付については、第一項の規定による取消しに係る補助事業等についての補助金等に準ずるものとす

る。 

5 第七条の規定は、第一項の取消し又は変更をする場合に準用する。 

(状況報告) 

第十条 知事は、補助事業者等に対し、必要に応じ、補助事業等の遂行状況を報告させることがあ

る。 

(補助事業等の遂行の指示等) 

第十一条 知事は、補助事業者等が補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従つて補

助事業等を遂行していないと認めるときは、これに従つて当該補助事業等を遂行すべきことを指示
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するものとする。 

2 知事は、補助事業者等が前項の指示に従わなかつたときは、当該補助事業等の遂行の一時停止

を命ずることがある。 

(実績報告書) 

第十二条 補助事業者等は、補助事業等が完了したとき、又は第六条第一項第三号の規定による補

助事業等の廃止の承認を受けたときは、補助事業等の成果を記載した補助事業等実績報告書に別に

定める書類を添えて知事に報告しなければならない。補助事業等が完了しない場合において補助金

等の決定に係る県の会計年度が終了したときも、同様とする。 

2 前項の規定による報告は、補助事業等の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して

一箇月を経過した日又は補助金等の交付を決定した年度の翌年度の四月十日のいずれか早い期日

までに行なうものとする。ただし、知事が特に必要があると認めるときは、この期日を繰り下げる

ことがある。 

(補助金等の額の確定) 

第十三条 知事は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の実績の報告を受けた場合におい

ては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行なう現地調査により、その報告に係る補助事業等

の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調

査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定し、当該補助事業者等に通知する

ものとする。 

(是正のための措置) 

第十四条 知事は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の実績の報告を受けた場合におい

て、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合
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しないと認めるときは、当該補助事業等につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当

該補助事業者等に対して指示するものとする。 

2 第十二条の規定は、前項の指示に従つて行なう補助事業等について準用する。 

(決定の取消し) 

第十五条 知事は、補助事業者等が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金等の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

一 補助金等の他の用途への使用をしたとき。 

二 補助事業等に関し補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

三 補助事業等に関し法令等又はこれに基づく知事の処分に違反したとき。 

四 第五条の二各号のいずれかに該当するとき。 

2 知事は、間接補助事業者等が間接補助金等の他の用途への使用をし、又は間接補助事業等に関

して付された条件若しくは法令等に違反したときは、補助事業者等に対し、当該間接補助金等に係

る補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

3 前二項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があつた後においても適

用があるものとする。 

4 第七条の規定は、第一項又は第二項の取消しをする場合に準用する。 

(平二三規則六・一部改正) 

(補助金等の返還) 

第十六条 知事は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当該取消しに

係る部分に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものと

する。 
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2 知事は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、既にその額をこえ

る補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

3 第一項の返還の命令に係る補助金等の交付の決定の取消しが前条第二項の規定によるものであ

る場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、補助事業者等の申請により、返還の期

限を延長し、又は返還の命令の全部若しくは一部を取り消すことがある。 

4 補助事業者等は、前項の申請をしようとする場合は、当該補助事業等に係る間接補助金等の交

付又は融通の目的を達するためにとつた措置及び当該補助金等の返還を困難とする理由その他参

考となる事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 

5 第七条の規定は、第一項及び第二項の返還命令及び第三項の期限の延長又は取消しをする場合

に準用する。 

(加算金及び延滞金) 

第十七条 補助事業者等は、第十五条第一項の規定による取消しに関し、補助金等の返還を命ぜら

れたときは、その命令に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等の

額につき年十・九五パーセントの割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。 

2 補助金等が二回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、返還

を命ぜられた額に相当する補助金等は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命ぜられ

た額がその日に受領した額をこえるときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼ

り、それぞれの受領の日において受領したものとする。 

3 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかつたときは、納

期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年十・九五パーセントの割合で計

算した延滞金を県に納付しなければならない。 
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4 知事は、第一項及び第三項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、補助事

業者等の申請により、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することがある。 

5 補助事業者等は、前項の申請をしようとする場合には、当該補助金等の返還を遅延させないた

めにとつた措置及び当該加算金又は延滞金の納付を困難とする理由その他参考となる事項を記載

した申請書を知事に提出しなければならない。 

6 第七条の規定は、第四項の免除をする場合に準用する。 

(昭四五規則四九・平一七規則五五・一部改正) 

(他の補助金等の一時停止) 

第十八条 知事は、補助事業者等が補助金等の返還を命ぜられ、当該補助金等、加算金又は延滞金

を納付しない場合において、その者に対して、同種の事務又は事業について交付すべき補助金等が

あるときは、相当の限度においてその交付を一時停止することがある。 

2 第七条の規定は、前項の一時停止をする場合に準用する。 

(理由の提示) 

第十九条 知事は、補助金等の交付の決定の取消し、補助事業等の遂行の指示若しくは補助事業等

の遂行の一時停止の命令又は補助事業等の是正のための措置の指示をするときは、当該補助事業者

等に対してその理由を示すものとする。 

(平八規則一二・追加) 

(財産の処分の制限) 

第二十条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した次に掲げる財産を、知

事の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は

担保に供してはならない。ただし、補助事業者等が第六条第二項の規定による条件に基づき、補助
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事業者等が交付を受けた補助金等の全部に相当する金額を県に納付した場合又は補助金等の交付

の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して知事が別に定める期間を経過した場合は、この限りでな

い。 

一 不動産及びその従物 

二 機械及び重要な器具で知事が別に定めるもの 

三 その他知事が補助金等の交付の目的を達成するため特に必要があると認めて別に定めるもの 

(平一八規則七・追加) 

(実施細目) 

第二十一条 この規則で定めるもののほか、補助金等の交付に関し、必要な事項は、知事が別に定

める。 

(平八規則一二・旧第一九条繰下、平一八規則七・旧第二十条繰下) 

附 則 

1 この規則は、昭和三十八年七月一日から施行する。 

2 この規則施行前に交付が決定された補助金等については、なお、従前の例による。 

附 則(昭和四五年規則第四九号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行し、第八条の規定は、昭和四十五年八月一日から適用する。 

(経過規定) 

2 次の各号に掲げる規則の規定に規定する延滞金等の全部又は一部でこの規則の施行の日前の期

間に対応するものの額の計算については、なお従前の例による。 

一 山梨県補助金等交付規則第十七条第一項及び第三項 
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附 則(平成八年規則第一二号) 

この規則は、平成八年四月一日から施行する。 

附 則(平成一七年規則第五五号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の日前に、この規則による改正前の山梨県補助金等交付規則第五条第一項の規

定により交付の決定がなされた補助金等については、なお従前の例による。 

附 則(平成一八年規則第七号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の日前に、この規則による改正前の山梨県補助金等交付規則第五条第一項の規

定により交付の決定がなされた補助金等については、なお従前の例による。 

附 則(平成二三年規則第六号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成二十三年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 第一条の規定による改正後の山梨県補助金等交付規則第十五条第一項の規定は、この規則の施

行の日(以下「施行日」という。)以後に行われる補助金等の交付の決定について適用し、施行日前

に行われた補助金等の交付の決定については、なお従前の例による。 
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───────── 

○利率等の表示の年利建て移行に関する規則(抄) 

昭和四十五年十月十五日 

山梨県規則第四十九号 

(年当たりの割合の基礎となる日数) 

第十五条 第五条から第八条までの規定及び第十二条の規定による改正後の規則の規定に定める

加算金、延滞金、違約金及び遅延利息の額の計算につきこれらの規則の規定に定める年当たりの割

合は、 閏年の日を含む期間についても、三百六十五日当たりの割合とする。 


